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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】

 

回次
第37期
第２四半期
連結累計期間

第38期
第２四半期
連結累計期間

第37期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 23,510,213 22,868,544 48,568,926

経常利益 (千円) 921,999 931,857 2,097,437

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 554,578 660,558 1,392,751

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 527,119 852,507 1,569,358

純資産額 (千円) 15,775,957 17,059,499 16,502,639

総資産額 (千円) 46,135,365 47,937,891 48,642,350

１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 11.40 13.58 28.64

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) 11.35 13.49 28.49

自己資本比率 (％) 34.1 35.4 33.8

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 1,232,002 877,819 3,455,281

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △248,249 △3,169 △790,800

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △834,647 △453,818 △1,646,953

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 11,688,967 12,978,221 12,557,389
 

 

回次
第37期
第２四半期
連結会計期間

第38期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成28年７月１日
至 平成28年９月30日

自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 6.61 6.92
 

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容について、重要な

変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、大規模な金融緩和に加え欧米など世界経済が堅調なことか

ら、企業収益は改善傾向にありますものの、企業の人手不足感や個人消費の伸び悩みなど先行きに不透明な材料も

見受けられます。

　こうした経済環境のなか当印刷業界におきましては、人口減少や高齢化による社会構造の変化などにより、新聞

折込チラシの減少や雑誌市場の低迷とともに、人件費の増加や用紙値上げ圧力によるコスト高も加わり、更に厳し

い経営環境にあります。

　こうした状況下にあって、当社は、当第２四半期に個人情報関連媒体を専門で取り扱う新工場を稼働させること

で、ダイレクトメールやポスティング媒体の製造に注力しておりますが、既存得意先からの折込チラシや雑誌類な

どの落ち込みが大きくなっております。連結子会社におきましては、デジタル関連媒体への取り組みや徹底したコ

スト管理が奏功し、連結業績に寄与しております。

　これらの結果、当第２四半期連結累計期間の業績は、売上高は、228億６千８百万円と前年同四半期と比べ６億４

千１百万円（2.7％）の減収、営業利益は、９億１千３百万円と前年同四半期と比べ１億４千１百万円（13.4％）の

減益、経常利益は、９億３千１百万円と前年同四半期と比べ９百万円（1.1％）の増益、親会社株主に帰属する四半

期純利益は、６億６千万円と前年同四半期と比べ１億５百万円（19.1％）の増益となりました。

　（売上高）

売上高は、228億６千８百万円と前年同四半期と比べ６億４千１百万円（2.7％）の減収となりました。

　商業印刷につきましては、メーラーＤＭや圧着ＤＭなど様々な形状に対応した自由度の高いダイレクトメールの

受注が増加したものの、既存得意先のうち一部の折込チラシや通販カタログの受注量が減少したことなどにより、

171億５百万円と前年同四半期と比べ３億４千３百万円（2.0％）の減収となりました。

　出版印刷につきましては、フリーマガジンの受注量増加などはありましたものの、雑誌市場の低迷に加えて、既

存得意先の情報誌などで発行数量が減少したことなどにより、51億９千６百万円と前年同四半期と比べ３億４百万

円（5.5％）の減収となりました。

　（営業利益）

営業利益は、９億１千３百万円と前年同四半期と比べ１億４千１百万円（13.4％）の減益となりました。これ

は、受注数量減少に加えて受注単価下落による売上高の減少などによります。

　（経常利益）

経常利益は、９億３千１百万円と前年同四半期と比べ９百万円（1.1％）の増益となりました。これは、営業利益

の減少はありましたものの、株式会社西川印刷の工場増設に係る企業立地促進の補助金が交付されたことなどによ

ります。

　（親会社株主に帰属する四半期純利益）

親会社株主に帰属する四半期純利益は、６億６千万円と前年同四半期と比べ１億５百万円（19.1％）の増益とな

りました。これは、経常利益の増加に加えて、投資有価証券売却益を計上したことなどによります。
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(2) 財政状態の分析

　（資産）

流動資産は、前連結会計年度末に比べて0.9％減少し、242億２千８百万円となりました。これは、現金及び預金

や電子記録債権が増加したものの、受取手形及び売掛金やたな卸資産が減少したことなどによります。

　固定資産は、前連結会計年度末に比べて2.0％減少し、237億９百万円となりました。これは、ダイレクトメール

製造の新たな拠点となる「情報物流出力センター」の竣工に伴い建物及び構築物が増加したものの、リース資産や

のれんが償却により減少したことなどによります。

　繰延資産は、前連結会計年度末に比べて85.7％減少し、2万円となりました。これは、株式交付費が償却により減

少したことによります。

　これらの結果、資産合計は、前連結会計年度末に比べて1.4％減少し、479億３千７百万円となりました。

　（負債）

流動負債は、前連結会計年度末に比べて6.0％減少し、171億１千３百万円となりました。これは、未払法人税等

が増加したものの、支払手形及び買掛金や電子記録債務が減少したことなどによります。

　固定負債は、前連結会計年度末に比べて1.2％減少し、137億６千５百万円となりました。これは、長期借入金が

増加したものの、リース債務が減少したことなどによります。

　これらの結果、負債合計は、前連結会計年度末に比べて3.9％減少し、308億７千８百万円となりました。

　（純資産）

純資産は、前連結会計年度末に比べて3.4％増加し、170億５千９百万円となりました。これは、利益剰余金やそ

の他有価証券評価差額金が増加したことなどによります。

 
(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前年同四半期と比べ12億８千９百万円増加し、129億

７千８百万円となりました。

　（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動によるキャッシュ・フローは、仕入債務の減少等がありましたものの、税金等調整前四半期純利益や減

価償却費の計上等により、８億７千７百万円の獲得と前年同四半期と比べ３億５千４百万円の減少となりました。

　（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の売却による収入等がありましたものの、有形固定資産の

取得による支出等により、３百万円の使用と前年同四半期と比べ２億４千５百万円の増加となりました。

　（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入れによる収入がありましたものの、長期借入金やリース債務の

返済による支出等により、４億５千３百万円の使用と前年同四半期と比べ３億８千万円の増加となりました。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において新たに発生した事業上及び財務上の対処すべき課題はありません。

 

(5) 研究開発活動

該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 130,720,000

計 130,720,000
 

 

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数(株)
(平成29年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成29年11月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 48,635,000 48,635,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数100株

計 48,635,000 48,635,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。

①共立印刷株式会社2017年新株予約権

決議年月日 平成29年７月18日

新株予約権の数 900個 (注)１

新株予約権のうち自己新株予約権の数 －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数 90,000株 (注)１

新株予約権の行使時の払込金額 新株予約権１個当たり　100円

新株予約権の行使期間 平成29年８月４日～平成59年８月３日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発
行価格及び資本組入額

発行価格　　新株予約権１個当たり　100円
資本組入額　新株予約権１個当たり　 50円

新株予約権の行使の条件

①新株予約権の割当てを受けた者は、当社の取締役の地
位を喪失した日の翌日から10日間に限り、新株予約権を
行使できるものとする。
②新株予約権の割当てを受けた者が死亡した場合は、相
続人がこれを行使できるものとする。かかる相続人によ
る新株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定
めるところによる。
③その他の条件は、当社と新株予約権の割当てを受けた
者との間で締結した新株予約権割当契約に定めるところ
による。

新株予約権の譲渡に関する事項
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承
認を要する。

代用払込みに関する事項 －

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 (注)２
 

(注) １．新株予約権１個につき目的となる株式の数は100株であります。

　なお、割当日後、当社が、当社普通株式につき、株式分割、株式無償割当てまたは株式併合を行う場合に

は、次の算式により付与株式数の調整を行い、調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×株式分割、株式無償割当てまたは株式併合の比率

　　　調整後付与株式数は、株式分割または株式無償割当ての場合は、当該株式分割または株式無償割当ての基

準日の翌日以降、株式併合の場合は、その効力発生日以降、これを適用する。ただし、剰余金の額を減少し

て資本金または準備金を増加する議案が当社株主総会において承認されることを条件として株式分割または

株式無償割当てが行われる場合で、当該株主総会の終結の日以前の日を株式分割または株式無償割当てのた

めの基準日とする場合は、調整後付与株式数は、当該株主総会の終結の日の翌日以降これを適用する。
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　　　また、当社が吸収合併もしくは新設合併を行い新株予約権が承継される場合または当社が完全子会社とな

る株式交換もしくは株式移転を行い新株予約権が承継される場合には、当社は、合併比率等に応じ、必要と

認める付与株式数の調整を行うことができる。

　　　付与株式数の調整を行うときは、当社は調整後付与株式数を適用する日の前日までに、必要な事項を新株

予約権原簿に記載された新株予約権を保有する者（以下「新株予約権者」という。）に通知または公告す

る。ただし、当該適用の日の前日までに通知または公告を行うことができない場合には、以後速やかに通知

または公告する。

(注) ２．組織再編成行為時における新株予約権の取扱い

　　　当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が

分割会社となる場合に限る。）、または株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合

に限る。）（以上を総称して以下、「組織再編成行為」という。）をする場合において、組織再編成行為の

効力発生日（吸収合併につき吸収合併の効力発生日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割

につき吸収分割の効力発生日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換の効力

発生日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。）の直前において残存する新株予

約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞれの場合につき、会社

法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編成対象会社」という。）の新株予

約権を交付することとする。ただし、以下の条件に沿って再編成対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸

収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画において定め

ることを条件とする。

　　　(1) 交付する再編成対象会社の新株予約権の数

　　　　　　新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

　　　(2) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の種類

　　　　　　再編成対象会社の普通株式とする。

　　　(3) 新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数

　　　　　　組織再編成行為の条件等を勘案の上、上記１．に準じて決定する。

　　　(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

①交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、再編成後払込金額に上記(3)に従って

決定される当該各新株予約権の目的である再編成対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。

②再編成後払込金額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができる再編成

対象会社の株式１株当たり１円とする。

　　　(5) 新株予約権を行使することができる期間

　　　　　　上表に定める新株予約権の行使期間の開始日と組織再編成行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、上表に定める新株予約権の行使期間の満了日までとする。

　　　(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

①新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い計算される資本金等増加限度額に0.5を乗じた金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じたと

きは、その端数を切り上げるものとする。

②新株予約権の行使により株式を発行する場合において増加する資本準備金の額は、上記①記載の資本金

等増加限度額から上記①に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

　　　(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限

　　　　　　　譲渡による新株予約権の取得については、再編成対象会社の取締役会の決議による承認を要する。

　　　(8) 新株予約権の取得条項

　　　　　　以下の①、②、③、④または⑤のいずれかの議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議

が不要の場合は、当社の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株

予約権を取得することができる。

　　　　　①当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

　　　　　②当社が分割会社となる分割契約もしくは新設分割計画承認の議案

　　　　　③当社が完全子会社となる株式交換契約もしくは株式移転計画承認の議案

④当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要することに

ついての定めを設ける定款の変更承認の議案

⑤新株予約権の目的である株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

または当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得することについての定め

を設ける定款の変更承認の議案

　　　(9) その他の新株予約権の行使の条件

①新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日間に限り新株予約権を行使すること

ができる。

②新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使することができるものとする。かかる相続人によ

る新株予約権の行使の条件は、新株予約権割当契約に定めるところによる。
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金
増減額
(千円)

資本金
残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年７月１日～
平成29年９月30日
(注)

5 48,635 887 3,336,697 887 3,330,827

 

(注)  新株予約権の行使による増加であります。

 

(6) 【大株主の状況】

平成29年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

㈱ウエル 東京都世田谷区砧４丁目38番４号 5,279 10.85

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱
（信託口）

東京都中央区晴海１丁目８番11号 2,639 5.43

東京インキ㈱ 東京都北区王子１丁目12番４号 2,190 4.50

㈱小森コーポレーション 東京都墨田区吾妻橋３丁目11番１号 2,030 4.17

共栄会 東京都板橋区清水町36番１号 1,861 3.83

野田　勝憲 東京都世田谷区 1,482 3.05

井奥　貞雄 千葉県松戸市 1,210 2.49

㈱桂紙業 東京都北区桐ヶ丘１丁目20番12号 1,060 2.18

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託
口）

東京都港区浜松町２丁目11番３号 1,034 2.13

㈱ベルーナ 埼玉県上尾市宮本町４番２号 1,000 2.06

㈱プロトコーポレーション 愛知県名古屋市中区葵１丁目23番14号 1,000 2.06

サカタインクス㈱ 大阪府大阪市西区江戸堀１丁目23番37号 1,000 2.06

計 － 21,787 44.80
 

(注)　上記所有株式数のうち、信託業務にかかる株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行㈱（信託口）　　　          2,634千株

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口）　　　　　          1,034千株
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成29年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）

― ―
普通株式 100

完全議決権株式(その他)
普通株式

486,318 ―
48,631,800

単元未満株式
普通株式

― ―
 3,100

発行済株式総数 48,635,000 ― ―

総株主の議決権 ― 486,318 ―
 

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が49株含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成29年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
共立印刷株式会社

東京都板橋区清水町36番１号 100 ― 100 0.00

計 ― 100 ― 100 0.00
 

 

２ 【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 12,557,389 12,978,221

  受取手形及び売掛金 9,249,939 ※２  8,374,137

  電子記録債権 1,087,918 1,306,882

  たな卸資産 ※１  1,193,662 ※１  1,181,140

  その他 411,334 441,424

  貸倒引当金 △51,672 △53,460

  流動資産合計 24,448,571 24,228,345

 固定資産   

  有形固定資産   

   建物及び構築物（純額） 6,413,115 6,966,773

   土地 5,794,845 5,794,845

   リース資産（純額） 5,360,401 4,884,726

   その他（純額） 2,476,146 1,886,022

   有形固定資産合計 20,044,508 19,532,368

  無形固定資産   

   のれん 1,657,831 1,555,038

   その他 107,508 96,940

   無形固定資産合計 1,765,340 1,651,979

  投資その他の資産   

   退職給付に係る資産 9,805 14,504

   その他 2,411,347 2,546,291

   貸倒引当金 △37,380 △35,619

   投資その他の資産合計 2,383,772 2,525,176

  固定資産合計 24,193,621 23,709,524

 繰延資産 157 22

 資産合計 48,642,350 47,937,891
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           (単位：千円)

          
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形及び買掛金 5,528,304 ※２  4,727,577

  電子記録債務 5,009,199 4,357,723

  短期借入金 600,000 600,000

  1年内償還予定の社債 32,000 15,000

  1年内返済予定の長期借入金 4,090,125 4,172,161

  リース債務 1,014,171 1,021,325

  未払法人税等 274,059 435,441

  賞与引当金 384,268 381,740

  その他 1,277,732 1,402,259

  流動負債合計 18,209,860 17,113,228

 固定負債   

  長期借入金 7,804,657 8,116,737

  リース債務 5,001,907 4,496,740

  退職給付に係る負債 980,817 1,012,683

  資産除去債務 32,138 32,431

  その他 110,331 106,572

  固定負債合計 13,929,851 13,765,163

 負債合計 32,139,711 30,878,392

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 3,335,810 3,336,697

  資本剰余金 3,329,940 3,330,827

  利益剰余金 9,319,861 9,664,326

  自己株式 △27 △27

  株主資本合計 15,985,583 16,331,823

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 648,648 826,227

  退職給付に係る調整累計額 △191,806 △177,435

  その他の包括利益累計額合計 456,842 648,791

 新株予約権 60,212 78,884

 純資産合計 16,502,639 17,059,499

負債純資産合計 48,642,350 47,937,891
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

売上高 23,510,213 22,868,544

売上原価 20,185,999 19,706,345

売上総利益 3,324,214 3,162,198

販売費及び一般管理費 ※  2,268,404 ※  2,248,333

営業利益 1,055,809 913,865

営業外収益   

 受取配当金 17,449 16,889

 産業立地交付金 - 144,682

 その他 4,346 4,121

 営業外収益合計 21,795 165,692

営業外費用   

 支払利息 152,936 145,508

 その他 2,668 2,192

 営業外費用合計 155,605 147,700

経常利益 921,999 931,857

特別利益   

 固定資産売却益 - 99

 投資有価証券売却益 - 131,385

 新株予約権戻入益 642 -

 特別利益合計 642 131,485

特別損失   

 固定資産除却損 39,265 8,995

 その他 4,260 -

 特別損失合計 43,526 8,995

税金等調整前四半期純利益 879,115 1,054,346

法人税等 324,536 393,788

四半期純利益 554,578 660,558

非支配株主に帰属する四半期純利益 - -

親会社株主に帰属する四半期純利益 554,578 660,558
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

四半期純利益 554,578 660,558

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △40,614 177,578

 退職給付に係る調整額 13,155 14,371

 その他の包括利益合計 △27,459 191,949

四半期包括利益 527,119 852,507

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 527,119 852,507

 非支配株主に係る四半期包括利益 - -
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

           (単位：千円)

          前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
　至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

 税金等調整前四半期純利益 879,115 1,054,346

 減価償却費 960,836 949,006

 のれん償却額 102,793 102,793

 産業立地交付金 - △144,682

 支払利息 152,936 145,508

 投資有価証券売却損益（△は益） 1,446 △131,385

 売上債権の増減額（△は増加） 841,541 656,838

 たな卸資産の増減額（△は増加） △19,773 12,521

 仕入債務の増減額（△は減少） △1,267,230 △1,452,202

 その他 177,245 23,299

 小計 1,828,910 1,216,044

 利息の支払額 △153,323 △144,869

 法人税等の支払額 △461,770 △212,151

 その他 18,185 18,796

 営業活動によるキャッシュ・フロー 1,232,002 877,819

投資活動によるキャッシュ・フロー   

 有形固定資産の取得による支出 △237,507 △288,297

 無形固定資産の取得による支出 △4,161 △20,286

 投資有価証券の取得による支出 △6,485 △6,657

 投資有価証券の売却による収入 4,449 162,308

 産業立地交付金の受取による収入 - 144,682

 その他 △4,544 5,081

 投資活動によるキャッシュ・フロー △248,249 △3,169

財務活動によるキャッシュ・フロー   

 長期借入れによる収入 2,600,000 2,650,000

 長期借入金の返済による支出 △2,617,108 △2,255,884

 配当金の支払額 △315,909 △316,057

 リース債務の返済による支出 △472,695 △507,161

 長期設備未払金の支払いによる支出 △11,934 △9,174

 その他 △17,000 △15,540

 財務活動によるキャッシュ・フロー △834,647 △453,818

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 149,104 420,831

現金及び現金同等物の期首残高 11,539,862 12,557,389

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  11,688,967 ※  12,978,221
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

 
当第２四半期連結累計期間

(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

税金費用の計算 　税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対

する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を

乗じて計算しております。
 

 

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　たな卸資産の内訳

 
 

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

 

商品及び製品 458,574千円 472,593千円

仕掛品 414,586千円 405,966千円

原材料及び貯蔵品 320,501千円 302,581千円
 

　

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手

形が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 
前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成29年９月30日)

 

受取手形 ―千円 31,221千円

支払手形 ―千円 88,226千円
 

　

(四半期連結損益計算書関係)

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

 

給料及び手当 638,840千円 625,939千円

賞与引当金繰入額 144,316千円 150,507千円

退職給付費用 27,833千円 27,902千円

運賃 525,320千円 508,411千円

貸倒引当金繰入額 △3,625千円 1,266千円
 

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
 

前第２四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成29年４月１日
　至　平成29年９月30日)

 

現金及び預金 11,688,967千円 12,978,221千円

現金及び現金同等物 11,688,967千円 12,978,221千円
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(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年５月12日
取締役会

普通株式 316,094 6.50 平成28年３月31日 平成28年６月13日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月31日
取締役会

普通株式 316,094 6.50 平成28年９月30日 平成28年12月５日 利益剰余金
 

　

当第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年５月12日
取締役会

普通株式 316,094 6.50 平成29年３月31日 平成29年６月13日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年10月31日
取締役会

普通株式 316,126 6.50 平成29年９月30日 平成29年12月５日 利益剰余金
 

 
(セグメント情報等)

【セグメント情報】

当社グループの事業セグメントは主に印刷事業でありますが、印刷事業以外のセグメントの重要性が乏しいた

め、セグメント情報の記載を省略しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の

基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 11円40銭 13円58銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 554,578 660,558

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
　四半期純利益金額(千円)

554,578 660,558

普通株式の期中平均株式数(株) 48,629,851 48,630,565

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 11円35銭 13円49銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益調整額(千円) ― ―

普通株式増加数(株) 242,373 339,755

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要

平成28年７月19日取締役会
決議の第２回新株予約権
（新株予約権の数1,950個）

―

 

 

２ 【その他】

(剰余金の配当)

第38期（平成29年４月１日から平成30年３月31日まで）中間配当について、平成29年10月31日開催の取締役会に

おいて、平成29年９月30日の株主名簿に記載された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

① 配当金の総額 316,126千円

② １株当たりの金額 ６円50銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成29年12月５日
 

 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成29年11月13日

共立印刷株式会社

取締役会  御中

 

三優監査法人
 

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士  　 野村　　聡   印

 

 
指定社員

業務執行社員
公認会計士　　　原田　知幸　　印

 
 

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている共立印刷株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成29年７月１日から平成

29年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸

表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、共立印刷株式会社及び連結子会社の平成29年９月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示して

いないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上

　
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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